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I はじめに
刑法240条は，前段に故意犯としての強盗傷害罪(強盗罪と傷害罪の結合犯)と結
果的加重犯としての強盗致傷罪，後段に故意犯としての強盗殺人罪(強盗罪と殺人
罪の結合犯)と結果的加重犯としての強盗致死罪， という 4つの構成要件(犯罪類
型)を併せて規定したものとして一般に理解されている。このような理解を前提と
する運用は大審院連合部判決以来の確立した実務であり，その結論(強盗によって
傷害・致傷結果または殺害・致死結果が生じた場合において， 240条のみを適用すれば足
りる)は通説の支持するところでもある1)。特に， 240条後段を強盗罪と殺人罪ま
たは傷害致死罪(結果的加重犯)との結合犯とする理解(以下， I結合犯説」とい
う。)は，強盗の機会に死亡結果が生じた以上は強盗殺人罪または強盗致死罪の成
立が認められるとする「強盗の機会J論(以下， I機会論」という。)を援用して，強
盗致死罪の成立範囲を広〈認める実務をもたらすものとなっている。他方，学説の
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多くは，強盗致死罪を強盗罪の結果的加重犯そのものとして把握する(強盗罪と傷
害致死罪との結合犯とは考えない)立場が有力であり，それによれば，致死結果は強
盗の実行行為それ自体から生じることが必要であるとされ，結合犯説と機会論にも
とづく強盗致死罪の広範な成立に批判的で、ある。ただ，結合犯説および機会論を否
定する立場を前提としても，複数の者が強盗に関与した事案においては，死傷結果
にも故意が及んでいる場合に強盗傷害・殺人罪としての共犯が認められるのは勿論
のこと，死傷結果に故意のない結果的加重犯類型の強盗致死傷罪についても，強盗
致死傷罪全体についての共犯2)が成立し得るとすることには異論が見られない3)。
さらに，結果的加重犯の基本犯に共同関与4)した者の一部だけが故意をもって死
傷結果発生行為を実行し，他の関与者は死傷結果発生行為を実行していない場合に
ついても， r共犯の錯誤」ないしは「共犯の過剰」の問題として扱われ，それぞれ
の関与者が実現した構成要件が重なり合う限度で共同正犯を認めるのが実務であ
り5)，その結論は多くの学説の支持するところでもある。したがって，強盗罪を共
同実行した場合についても，故意をもって死傷結果を発生させた者とそれ以外の関
与者との聞に，強盗傷害・殺人罪と強盗致死傷罪の重なり合いが認められる限度
で，強盗致死傷罪の共同正犯が認められることになる。そのような運用の背景に
は，結果的加重犯の成立に関する過失不要説(基本犯に故意が認められる以上は，重
い結果について行為者の主観的連関〔過失〕がなくても結果的加重犯の成立を肯定する実
務)の影響がうかがわれる6)。また，過失説の立場(結果的加重犯の成立要件とし
て，重い結果に対する行為者の主観的連関〔過失〕を要求する学説)においても，共犯
の過剰の事案においては一般に過失(予見可能性)を否定することができないとの
認識が見られる7)。また，それだけではなし過失犯一般について共同正犯の成立
を否定する立場においても，結果的加重犯の特性(故意の基本犯から重い結果が発生
すること)に着目して，結果的加重犯については，過失説を前提としても共同正犯
の成立は肯定できるとするものが多い8)。
ただ，以上のような立論が一般論として可能であるとしても，基本犯に共同関与
しながらも死傷結果の発生には全く関与しなかった者について，ただちに結果的加
重犯の共同正犯が成立するというわけではない。例外的な事態ではあるにしても，
事案によっては，基本犯の共同正犯が成立するだけにとどまる関与者のありうるこ
とも否定できないように思われる。そして，この関係で，最近，名古屋高裁におい
て，強盗関与者の一部(主犯格)が殺意をもって被害者を殺害した事案について
(以下， I本件」という。)，殺害行為には全く関与しなかった強盗関与者に強盗致死
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罪の共同正犯を認めた第一審判決を維持し，弁護側の控訴を棄却する判決が出され
るに至った(上告)。第一審判決と控訴審判決は，いずれも，結合犯説と機会論を
前提としたうえで，それを強盗の共同関与者にまで拡張している点で注目すべき内
容のものである。しかし，そのような理論構成には疑問があるばかりでなく，強盗
致死罪の共同正犯の成立範囲を無限定にしかねない結論についても重大な問題があ
るように恩われる。そこで，以下において，本件事案を手がかりとして，殺害には
全く関与することがなかった強盗の共同関与者に強盗致死罪の共同正犯を認めるこ
との是非について考察してみたい。
I 事案の概要と裁判所の判断
1 第一審判決(岐阜地判平成22年 12月9日)が認定し，控訴審判決(名古屋高判
平成23年6月208)9)が維持した本件事案の概要は，次のようなもので、あった。被
告人Xは，本件被害者のAから金品を強取しようと企てていたYと意思を通じて
共謀し，平成 20年8月5日午後零時20分(現地時間同日午前 10時20分)頃，タイ
のバンコクにあるマンションの一室において， Aに対して， Xがその両手首をつか
んでベッドに押し倒し， YがげんこつでAの顔面を殴り，さらにXがAの両手首
に手錠をかけ，その両足首に粘着テープを巻き付けて縛るなどの暴行を加えて抵抗
できない状態にしたうえで， XがA管理のキャッシュカード 1枚およびキーカー
ド1枚を奪い取り，引き続いて，同日午後 1時頃， XがA方に赴いてA管理の
ノミー ソナノレコンピュー タ 2台(時価合計約5万3000円相当)，キャッシュカード 2枚
およびノート 2冊を奪い取り，さらに，同日午後4時55分頃から同日午後5時25
分頃までの聞に，上記マンションの同室において， Yが殺意をもってAの頭部を
浴槽内の水中に沈めてAを溺死させて殺害したが， XにはAに対する殺意がな
かっただけでなく， Yによる殺害行為にも全く関与していなかった。
また，本稿の検討対象である A殺害に関する前後の事実は，次のようなもので
あった。 X が A の口を粘着テープで塞いだ後に， Y と A を残して~ß.部屋を出た
XがYの連絡を受けて部屋に戻ると， Aは身体の前で手錠をかけられ，自にテー
プを貼られた状態になっていた。そこで， Xは， Aの身体の後ろ側に手錠を付け替
えた後， Yとともに部屋を出た。部屋の外で， Yは， Xに対して，被害者の殺害を
持ちかけた。 XがAの殺害に反対すると， Yは， Xの反対を了承したかのような
言葉をXにかけた後， Xにマンションの外に出るように言った。 Xは，その後約
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30分間にわたってマンションの外にいたが， Yから連絡を受けて室内に戻ったと
ころ， Aは，両手に手錠をされた状態で，水が張られた浴槽に頭部を入れられてい
た。なお， Xは，マンジョンの外にいた聞にYに連絡をすることもなく，室内で
Aの状態を見た際にも， Aの生死を確認したり，救護措置をとったり，警察や病院
に連絡することもなかった。
Xはタイから帰国後に圏外犯処罰規定(刑法3条)にもとづいて逮捕され，国選
弁護人が付されたうえで，強盗致死被告事件として裁判員裁判によって審理される
ことになった。公判前整理手続において争点とされたのは，① Yとの共謀による
強盗罪(共同正犯)がXに成立するか，②強盗罪が成立するとして， YがAを殺
害したことに関し，その死亡についてまでXも責任を負い， X!こ強盗致死罪が成
立するか， という 2点であった。
2 ①について，岐阜地裁は， XがYとAを捕まえる具体的な方法を相談したう
えで暴行を加え， Xがキャッシュカード等を奪っている事実から， r遅くとも A!こ
対して暴行を加えた時点までに， Xが， Yと共にAに暴行を加えて抵抗できない
状態にした上で，その所持品を奪い取る意思を有するに至り，そのことについてY
と意思を相通じていたものと認められJ，rxに強盗の犯意はもとより Yとの共謀
も優に認められるj として， YとXとの聞には強盗の(実行)共同正犯が成立する
としTこ。
②の争点について，検察官は， Aの殺害行為は強盗の機会になされたものであ
り， xがYとの聞の強盗の共犯関係から離脱していないことを根拠として，強盗
致死罪の成立を主張した。他方，弁護人は， xがYとの共犯関係から離脱してい
る旨を主張した。そのため，②の争点は，③ Yによる Aの殺害は強盗の機会にな
されたものと評価できるか， @xはYとの共犯関係(強盗罪の共同正犯)から離脱
したと評価できるか， という論点に具体化されることになった。まず③について，
岐阜地裁は， r認定事実のとおり， Aの殺害行為は， YおよびXが被害者から財産
を強取したのに引き続き， Aの束縛を解くこともなしにフローレンスマンション46
号室において行われたものである。……YはAから財産を奪って殺害することを
計画しており，本件殺害行為はその計画の一環として行われたことが認められる。
そうすると Yによる Aの殺害は，時間的，場所的にみても強盗に継続して行われ
たものであり，また， Yの意図からみても，強盗とは別の独立した行為とはいえ
〔ず〕……Aの殺害行為は，強盗の機会lこされたことは優に認められるJとした。ま
た，@については， r強盗致死傷罪は，強盗の機会に人の致死傷の結果が生じやす
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いことから，結合犯として重〈処罰するものとされたものであって，強盗とその際
の人の致死傷の関連性は強いから，強盗の共謀をした以上，共犯者が生じさせた人
の致死傷についても原則として負担すべきであるJことを前提として， i共犯者が
強盗の際に人の殺傷をした場合において，共犯者が強盗の際の人の死傷の結果を発
生させる前に，強盗の意思を放棄し，かつ，自己の関与した行為の影響を取り除
き，その死傷の結果の発生を防止する措置を講じたときには，その後にした共犯者
の行為が強盗の共謀に基づくものとはいえなくなるから，その時点で共犯関係から
の離脱が認められ，それが解消したものとして致死傷の責任を負わないJとの一般
論を展開したうえで，本件認定事実のもとでは， i Aの殺害行為に反対した時点に
おいてもん XはAの財産をさらに「奪う意思があったものと推認されるから，同
時点において強盗の意思を放棄したとは認められないJ，Yから Aの殺害を持ちか
けられたXが iYとの共犯関係から離脱するためには，自らが行った行為の影響
を取り除くため， Aの手錠等を解いてAを解放するか，あるいは少なくとも Yと
共に同室内にとどまり Yの行為を監視するなどして， Aが死亡するという最悪の
結果を回避すべき措置を講じる必要があったというべきであるのに， Xはこれらの
行為を何ら行っていないjから iYとの共犯関係から離脱したとは認められな
いj とした。また， XがAの殺害を反対してYがそれを承諾したという弁護人の
主張に対しては， i殺害を行わないとする Yの発言を安易に鵜呑みにして束縛され
たままのAを残して現場を離れたというほかなし自らがした行為の影響は除去
されていないから，犯行を防止するための措置をとったと評価することはできな
いj として排斥した。
3 その後，弁護人が交代することになり，弁護側から控訴が申し立てられた。
弁護人の控訴理由は，①強盗の従犯にすぎない(正犯意思を欠nxに強盗の共同
正犯を認めたことに対する事実誤認，②強盗の共同正犯の成立を前提として，強
盗の機会と共謀関係からの離脱の有無を問題にして強盗致死罪 (yの強盗殺人罪と
重なり合う限度での共同正犯)の成立を認めたことに対する事実誤認・法令適用の誤
り，③量刑不当，に整理することができる。
名古屋高裁は，①について，原審認定の事実による限り， iXに正犯意思があっ
たことは明らかであり，従犯が成立する余地はないJとした。また，②について
は， i Aの殺害行為についての共謀の成立が認められない本件において， Xに強盗
致死罪が成立するというためには， Aの殺害行為が当初の強盗の共謀に基づくもの
と認められることが必要であり，そのためには，殺害行為が強盗の機会にされ，か
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つ， XとYとの共犯関係が解消していないことが必要であることはいうまでもな
い」としたうえで，原審認定の事実においては， r Aの殺害行為が強盗の機会にさ
れたことが優に認められ……XとYとの共犯関係が解消したということはできな
いのであるから， Xは強盗致死の共同正犯の責任を負うものというべきであるJと
した。そして，③についても， Xに有利な事情に言及したうえで， r無期懲役刑を
選択し，これを酌量減軽した上でXを懲役 13年に処した原判決の量刑が重過ぎて
不当であるとはいえない」としたのである。
11 裁判所の判断に対する検討
(1) ふたつの前提問題と本件の論点
1 Xに対する強盗致死罪の共同正犯の成否を検討するに当たっては，その前提
として，ふたつの論点に対する扱いを明らかにしておかなければならない。ひとつ
は，終始Yが主導した強盗(強盗致死罪の基本犯)について， Xの関与形態を共同
正犯として評価すべきか，従犯として評価すれば足りるかということである。次
に，結果的加重犯である強盗致死罪の共犯の成立要件と成立範囲を明らかにするた
めには，単独正犯による結果的加重犯の成立要件と成立範囲を明らかにしておく必
要がある。
2 前者の論点は，実務上は一般に，関与者に「正犯意思jが認められるかとい
う形で問題にされるものであり，本件控訴審の弁護人も， Xには強盗の正犯意思が
認められないことを根拠として， Xは強盗罪の従犯としてのみ扱われるべきだと主
張した。もっとも，主観説の立場を連想させる正犯意思の存否という判断基準の実
質は， r実行行為の一部を分担する従犯Jという概念を認めることができるかとい
うこと(客観説)にほかならない点には注意しておく必要がある。
この問題については，実行行為の一部を分担したか否かという形式的基準で区別
することを否定したうえで，犯罪全体に対する関与者の関与の重要性や寄与度とい
う実質的な観点から，実行行為を分担しない形態の共同正犯(共謀共同正犯)を認
めることの裏面として，実行行為の一部を分担する従犯を認める立場がある10)。
また，判例のなかにも，実行行為の一部を分担したと評価できる関与者を，共同正
犯者としてではなく，従犯として処断したと思われるものが散見される11)。これ
に対して，実行行為を分担している以上は，犯罪全体に対する関与者の関与の重要
性や寄与度を問題にすることはできず，正犯として評価する以外にはないと考える
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のであれば，共謀共同正犯を認める(実行行為を分担していない場合に限って犯罪全体
における関与の程度を実質的に考慮してよいとする)こととは別に， r実行行為の一部
を分担する従犯」という概念そのものをただちに否定することも可能である12)。
したがって，このような見解の対立が見られる状況のもとでは，理論的には， Xは
Yの実行した強盗の従犯にすぎないとする弁護人の主張自体は充分に成り立ちうる
ものであると言ってよい。
ただ，本件の事実関係に即して考える限りでは， Yこそが主導的・支配的な立場
にあり， Xは従属的な立場にしかなかったことを考慮しでも， Xの分担した行為
(Aの身体を拘束して抵抗を抑圧したうえでA自身から財物を奪うとともに， A方lこ赴い
て財物を奪った行為)は，強盗の実行行為の一部であり，かつ実行行為の重要部分
を構成するものとして評価せぎるを得ない。また， YとXの聞には，強盗につい
ての事前の明示的な共謀までは認められないにしても，遅くとも Aに暴行を加え
るに至った時点までには，現場における黙示的な共謀が成立していることは否定で
きないと思われる。そして，共同正犯の主観的要件としての「共同実行の意思jに
ついては，現場における黙示的な共謀から形成されるものであってもよいとするの
が実務の確立した立場13)である。したがって， r実行行為の一部を分担する従犯J
という概念を理論的lこ認める立場からしでも，本件のXには， Yが主導した強盗
の共同正犯を否定することはできないように思われる。
3 後者の論点は，単独正犯による結果的加重犯の成立要件と成立範囲が，共同
正犯形態で実行した結果的加重犯の事案の場合にも直結するかという論点，特に強
盗致死傷罪における結合犯説と機会論の援用可能性との関係で重要なものである。
単独正犯による結果的加重犯の成立要件については，判例が，重い結果の発生につ
いて行為者の主観的連関を(刑法38条 1項但書の要求する過失さえをも)全く不要と
する運用(過失不要説)で一致している14)のに対して，通説的見解は，責任主義と
の調和を重視することから，重い結果の発生lこ対する行為者の主観的連関が認めら
れない以上は結果的加重犯として処罰することはできないとする過失説に立ってい
る15)。そのため，重い結果に対する主観的要件の相違に応じて，過失不要説によ
れば結果的加重犯の成立範囲が緩やかになり，過失説によれば結果的加重犯の成立
範囲が限定される，と一般に考えられている。過失不要説によれば，結果的加重犯
の基本犯(強盗罪)が実行された際に死傷結果が発生すれば，ただちに結果的加重
犯(強盗致死傷罪)が成立するのに対して，過失説によれば，基本犯の実行の際に
発生した死傷結果であっても行為者の過失(予見可能性)が認められないものにつ
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いては結果的加重犯としての責任を聞いえないとされるからである。
もっとも，強盗致死傷罪を結合犯と解する実務の立場を別にすれば，過失不要説
と過失説のいずれによっても，実際に結果的加重犯の成立範囲が異なることはほと
んどないように思われる。それは，結果的加重犯においては，基本犯の実行行為は
いずれも死傷結果を発生させる危険性の高いものが規定されているという特徴があ
るために16)，死傷結果の発生に行為者の過失が否定される事案はほとんど想定で
きないからである。結果的加重犯のこのような特徴は，それを理論的に特に強調し
ない立場においても17)，事実として否定することはできない。また，死傷結果に
対する過失の否定が想定しにくいことは，過失犯の構造について， I日過失論(結果
の具体的予見可能性を重視する)と新過失論(結果の具体的予見可能性を前提として結
果回避義務を重視する)のいずれの立場においても異なるところがない。したがっ
て，基本犯の実行行為の一部から死傷結果が生じる事案(結果的加重犯の特徴に即し
た通常の形態)においては，刑法理論(結果的加重犯の成立要件)との関係では，責
任主義との調和を正面から要求する過失説が望ましいものであるにしても，結果的
加重犯の成立範囲との関係では，過失不要説と過失説との関に実際上の遠いは見ら
れないと言うことができる。判例が過失不要説で一致し，一部の学説が基本犯の実
行行為と死傷結果との聞に相当因果関係が認められれば足りるとするのも 18)，こ
のような結果的加重犯の特徴からもたらされる結論にほかならない19)。
4 以上のような一般論に対して，強盗致死傷罪においては，実務上，基本犯の
実行行為(暴行，脅迫，財物奪取行為)以外の行為から死傷結果が生じた場合につい
てもその成立が認められることがあり，その根拠とされているのが結合犯説を前提
とする機会論の援用である。この点で，強盗致死傷罪だけは，特別な扱いを受ける
結果的加重犯として運用されている実態が見られる。本件は，まさにそのような事
案が争われたものである。しかも，結合犯説と機会論を援用することの是非につい
ては，過失不要説と過失説との聞に決定的な遣いが生じる可能性がある。
死傷結果について行為者の主観的連関を要求する過失説においては，基本犯の実
行行為以外の行為から死傷結果が生じた事案については，基本犯の実行行為それ自
体から死傷結果が発生した場合に行為者の過失を否定しがたいのとは異なり，行為
者の過失の有無を正面から問題にしなければならず，結合犯説を前提とする機会論
を援用するような形でただちに強盗致死傷罪の成立を認めることはできない。した
がって，本件についても， Yの実行したAの殺害結果について， Aの殺害には全
〈関与していなかったXの過失の存否を積極的に検討しなければならないことに
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なる。これに対して，過失不要説の立場は，強盗の際に死傷結果が発生すれば足り
ることになるから，基本犯の実行行為から死傷結果が発生することは必然的なもの
とはされず， したがって機会論とも直結しやすいものである。また，それは，強盗
罪と傷害致死罪との結合犯として強盗致死罪を把握する立場とも親近性を持つこと
になる。これらの点で，本件に対する第一審判決と控訴審判決が結合犯説を前提と
して機会論を援用したことは，過失不要説に立つ従来の実務と整合的なものである
と言いうる。
しかし，過失不要説を前提とする実務が結合犯説と機会論に強〈結びつくにして
も，単独正犯形態の強盗致死傷罪に対するこのような理解が，共同正犯形態での強
盗致死傷罪にもそのまま適用できるかは議論の余地がある。第一審判決と控訴審判
決は，この点を意識して， XとYとの聞に強盗罪の共同正犯を認めたうえで， X
が強盗罪の共同正犯関係から離脱していなかったことを認定することによって， X
についても結合犯説と機会論の援用を認めた。強盗の正犯である以上は，単独正犯
と共同正犯の別を問わずに，結合犯説と機会論の援用を認めてよいと考えたのであ
ろう。したがって，本件の具体的な論点は，第1に，強盗致死罪について過失不要
説に立つ実務を前提としたうえで，強盗の共同関与者でありながらも Yによる A
の殺害行為に関与しなかったXについて，強盗罪の共同正犯を根拠として結合犯
説と機会論を援用してよいかということになる。また，第2には，本件が共犯関係
からの離脱をそもそも問題にすべき事案であったかということである。以下，これ
らについて，具体的に検討していくことにする。
(2) 結果的加重犯の共同正犯と本件の特異性
1 単独正犯形態での結果的加重犯の成立要件について過失不要説に立つ実務
は，結果的加重犯の共同正犯についても，過失不要説の立場を前提としてその成立
を認めている。たとえば，結果的加重犯の典型である傷害致死罪に関しては，被告
人自身も暴行行為を分担実行していたという事案において， r共謀者の一員たる X
がAに傷害を加え死に致した以上，被告人もまたその結果につき罪責を免れな
い」としているし20)，強姦致傷罪に関しては， r [被害者の〕負傷は，被告人等の内
誰の行為によって生じたものか不明であるが……強姦致傷罪は結果的加重犯で、あっ
て，暴行脅迫により姦淫をする意志があれば，傷害を輿えることについて認識がな
くとも同罪は成立するのであるから共謀者全員が強姦致死傷罪の共同正犯として責
を負わなければならない」としている21)。また，強盗致傷罪に関しでも，強盗の
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共同実行の事案について， rおよそ強盗の共犯者中の一人の施用した財物奪取の手
段としての暴行の結果，被害者に傷害を生ぜしめたときは，その共犯者の全員につ
き，強盗傷人罪は成立するので、あって，このことは強盗傷人罪が所語結果犯〔結果
的加重犯=引用者注〕たるの故に外ならない」とするものが見られる22)。
ただ，これらの判例の事案は，いずれも，基本犯の実行行為(の一部)から死傷結
果が発生したという通常の形態の結果的加重犯が問題になったものであり，基本犯
の実行行為以外の行為(強盗終了後の行為)から死傷結果が発生した本件のような
特異な事案ではなかったことに注意を要する。また，通常形態の結果的加重犯を問
題にする限りでは，過失不要説を前提とする理由づけは，共謀共同正犯を認める実
務との関係で，基本犯が共同実行された場合(実行共同正犯)に限らず，基本犯の
関与者相互の聞に利用・補充関係が認められることを要件として，基本犯の共謀共
同正犯にもとづく結果的加重犯全体の共同正犯についても当然に妥当することにな
る23)。さらに，このような結論は，過失説を前提としない一部の学説においても
同様である。
2 以上のような過失不要説の実務と一部の学説に対して，通説的な見解は，過
失説の立場から結果的加重犯の共同正犯の成立要件と成立範囲を検討するものであ
る。この点について，筆者自身も，結果的加重犯の特殊な構造を承認することと過
失説を前提として， r重い結果を発生させた行為に対する認識と認容とを重視する
ことによって，一部の加功者のみが当該行為〔重い結果を発生させた行為=引用者
注〕を実行したにすぎなかった場合にも客観的注意義務違反の共同を肯定すること
ができるj としたうえで，甲と乙が侵入強盗を共謀した事案について， r家人を縛
り上げるという計画に反して，甲が乙に知られないように持参してきたナイフに
よって被害者の死がもたらされた事案のように，乙の全〈予期しなかった甲の行為
から被害者の死が生じた場合には，甲乙聞に重い結果発生についての客観的注意義
務違反の共同を認めることができないJとしていた24)25)。また，同様の観点か
ら，さらに詳細に， r結果的加重犯の基本的犯罪には，一定の重い結果を発生させ
やすい高度の危険性が含まれるのであり，それ故にこそ，その重い結果と結合させ
た特別の犯罪とされている」ため， r基本的犯罪の実行者は，重い結果の発生につ
いて十分に予見することが可能なのであり，それを回避するために当然慎重な注意
を払わなければならない。すなわち，基本的犯罪の共同実行者中の一部の者が，過
失によって重い結果を発生させた場合には，他の共同者にも，その結果の発生につ
いて，共同の客観的な注意義務違反が認められるのが一般であり，そこに，結果的
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加重犯の共同正犯の構成要件該当性が認められよう。そして，共同者の各自に，重
い結果を発生させたことについて主観的注意義務の違反があり，責任過失が肯定さ
れるときは，結果的加重犯の共同正犯が成立する」ともされている26)。
このような代表的な見解をはじめとして，通説的見解は，共同正犯(実行共同正
犯および共謀共同正犯)の形態で実行された基本犯(の一部)から死傷結果が生じた
事案について，結果的加重犯としての共同正犯を認める結論で広範な一致が見られ
る。もっとも，その理由づけについては，結果的加重犯の特殊な構造を強調するか
どうか，共犯の本質をどのようなものと考えるか(犯罪共同説と行為共同説)，過失
犯の共犯を肯定するかどうか，共同正犯と従属的共犯を統一的に考えるかどうか，
といった点で、の違いを反映してさまざまであり，必ずしも一致しているわけではな
い27)。しかし，過失説を前提とする限りは，死傷結果を発生させた行為への共同
関与(共謀共同正犯形態を含む)とともに，死傷結果に対する各関与者の過失の存在
を要求する点、での共通性が見られることを確認しておく必要がある。また，こうし
た過失説を前提とする結論(結果的加重犯の共同正犯の成立範囲)は，基本犯の共同
関与から死傷結果が発生するような通常形態の結果的加重犯については，事実上，
過失不要説の結論と異なるところがない。
3 ただ，裁判所が事実として認定した本件事案の特異性は，①共同正犯として
実現された強盗(暴行・脅迫にもとづく財物奪取)自体はすで、に終了した後に， Yが
Xに対してA殺害の意思をはじめて表明し， A殺害への参加を新たに持ちかけた
こと，② XがYに対してA殺害への関与を明示的に拒否し， YがXの拒絶を受け
入れるような言動をしたこと，③ A殺害時にはXは殺害現場lこ居合わせず， A殺
害後にXから現場へと呼び入れられたこと，の点に見られる。こうした事実は，
一般に「共犯の過剰jないしは「共犯の錯誤」として論じられる事案とは明らかに
異なり， Xとの関係では， Aに対する強盗 (YとXの共同正犯)と Yによる A殺害
はただちに連続的ないしは継続的な犯行として評価することはできず，両者はそれ
ぞれ切断された別個の犯罪 (XとYの共同正犯による強盗罪と Yの単独正犯による殺
人罪)を構成するとの印象を与えるものである。こうした事実のもとでは，過失説
を前提とする通説的見解においてはもちろんのこと，過失不要説を前提とする判例
の立場においでさえ，強盗致死罪の成立が否定される可能性がある。それは，本件
が，基本犯(強盗罪)の実行行為(の一部)から死傷結果が生じる通常形態の結果的
加重犯の事案ではないことによる。第一審判決および控訴審判決が結合犯説を前提
として機会論を援用しているのも，本件のXについては，遥常形態の結果的加重
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犯における共同正犯の理由づけをただちには援用しえないことを認識しているから
にほかならない。
(3) 本件における結合犯説および機会論の援用可能性
1 注 1)に引用した大審院連合部判決以降，一部の裁判例を中心lこ， 240条後段
については，結果的加重犯としての強盗致死罪だけでなく，強盗罪と傷害致死罪と
の結合犯をも併せて規定した条文として理解する運用が見られる。それは， 240条
後段を， I強盗の機会Jには被害者の殺傷を伴う事案が多いことを理由として， 240 
条後段を強盗罪と殺人罪または傷害致死罪との結合犯を規定したものと理解するこ
とを根拠とするものである28)。この意味で，結合犯説と機会論は密接不可分に結
びついていると言ってよい。もっとも，強盗の実行行為(の一部)から致死結果がも
たらされるような事案においては，ことさら結合犯説と機会論を援用した理由づけ
に言及されることはない。それは，そのような事案においては，強盗致死罪以外の
通常の結果的加重犯と同じような形でその成否を問題にすれば足りるからであり，
実務も結果的加重犯そのものとしての成否を問題にしているものと恩われる。結合
犯説と機会論の援用が意味を持っているのは， I強盗の機会jにおける行為であり
ながら，強盗罪の実行行為(の一部)としては評価できない行為から致死結果が生じ
た場合である。そして，本件の事案は，まさにそのようなもので、あった。
2 もっとも，単独正犯ないしは殺害行為を実行した者との関係では，強盗の実
行行為(の一部)として評価できない行為から殺害(致死)結果が発生した事案につ
いても，実務上，結合犯説を前提とする機会論を援用して 240条後段で処断するこ
とが一般に認められている。たとえば，強盗の際に現場で幼児を殺害した事案に対
して「強盗殺人罪は，必ずしも殺人を強盗の手段に利用することを要するものでは
なし強盗の機会に人を殺害するを以て足りる」とするもの29)をはじめ，強盗犯
人が財物奪取と全く別の動機から被害者を殺害した事案30)，強盗が追跡してきた
被害者を殺害した事案31)において，いずれも強盗殺人罪の成立が認められてい
る。そして，これらの判例の結論は， 15j虫盗の機会jの無限定な拡張に一般的な危
慎感を表明する学説32)によっても支持されている。それは，これらがいずれも，
強盗犯人が殺意を持って「強盗の機会jに被害者を殺害したという事案であり，そ
のような場合には， I強盗の機会」に実行されたことを根拠として，強盗罪と殺人
罪とを結合した強盗殺人罪として重〈処断することも合理的だと考えられるからで
ある。また，殺意のない強盗犯人が「強盗の機会」に致死結果を生じさせた場合に
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おいても，強盗罪と傷害致死罪とを結合した強盗致死罪として重〈処断することに
も異論はないように思われる。そうした扱いは， 240条後段の結合犯としての立法
趣旨に合致するものだからである。
しかし，このような結論が支持されるのは，上述の裁判例からも明らかなよう
に，強盗を実行した者が殺害(致死)行為をも実行していた事案に関してであっ
て，それ以外の強盗関与者に関するものではない点に注意しなければならない。
3 (2)1で言及したように，強盗の共同正犯者の一部だけが死傷結果を発生させ
た事案についても，実務は，当然のように，死傷結果発生行為に関与していなかっ
た関与者にも共同正犯として 240条の適用を認める場合がある。ただ，そのような
事案は，強盗の共謀に包摂された強盗の実行行為(の一部)から死傷結果が発生して
いるものであり，ことさら結合犯説と機会論を援用しなくても，さらには過失不要
説と過失説のいずれにおいても，殺害(致死)行為に関与しなかった者を含めて通
常形態の結果的加重犯そのものとしての共同正犯を認めることに困難がないからで
ある。また， (3) 2で見たように，単独正犯形態ないしは単独で殺害を実行した行
為者自身との関係では，結合犯説と機会論を援用して 240条の適用を認めること
は，過失説からは支持されない結論であるにしても，実務上は異論のないものと
言ってよい。しかし，これらのふたつの実務慣行は，それぞれが全く別の場面に関
わるものであることに注意を要する。したがって，両者を単純に組み合わせて，被
害者の殺害に全く関与していなかった強盗罪の共同正犯者(本件の X)について，
結合犯説と機会論を援用して 240条後段の共同正犯を認めることは，従来の実務か
らしでも当然の結論というわけではないのである。
もっとも，裁判例の中には， 4人が強盗を共同実行した後の逃走中に，そのうち
の1人が追尾してきた警察官を包丁で切り付けて失血死させたという事案につい
て，本件は「強盗に着手した後，家人に騒がれて逃走し，なお泥棒，泥棒と連呼追
跡されて逃走中，警視庁巡査に発見され追付かれて将に逮捕されようとした際，逮
捕を免れるため同巡査に数回切りつけ遂に死に至らしめたものであ〔り〕……傷害致
死行為は強盗の機会において為されたものといわなければならないので、あって，強
盗について共謀した共犯者等はその一人が強盗の機会において為した行為について
は他の共犯者も責任を負うべきものであるJとするものが見られる33)。そして，
これは，結合犯説を前提とする機会論からの当然の結論であるともされてい
る34)。しかし，この事案は，事後強盗が「強盗として論じられるJ(刑法238条)
こととの関係で，当初の強盗の共謀に包摂されうる行為から致死結果が生じている
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ため当然に機会論を援用しうるものであり， r共犯の過剰jが問題になる典型的な
事案であったと言ってよい。他方，本件は，共謀された強盗がすでに終了した後
に， Yが新たな殺意にもとづいて時間的・場所的に強盗と接着した態様で、Aを殺
害した点に特異性が見られる。
4 Xとの関係で強盗致死罪を結合犯とするのであれば， Xは，強盗罪の共同正
犯であるだけでは足りず， Yによる Aの殺害結果との関係で，少なくとも暴行罪
(強盗罪と結合される傷害致死罪の基本犯〔傷害罪〕の基本犯)の故意を有し，かつY
との間にその暴行についての共謀が存在しなければならない。しかし，本件におい
ては，そのような事情は認められていない。したがって，強盗致死罪を強盗罪と傷
害致死罪との結合犯とすることによっては， Xを強盗致死罪の共同正犯とすること
はできない。第一審および控訴審は，そのことを意識したためであろうか， Xが強
盗罪の共同正犯関係から離脱していないとすることによって，強盗の機会に実行さ
れたYによる A殺害について，強盗致死罪の限度で共同正犯の罪責を免れないと
したのである。 Xが強盗の共同正犯関係から離脱していない以上， Yには当然に認
められる結合関係(強盗と殺人)が，強盗を共同実行したXにも当然に及ぶと考え
ているのであろう。
この点について，第一審は， r共犯者が強盗の際に人の殺傷をした場合におい
て，共犯者が強盗の際の人の死傷の結果を発生させる前に，強盗の意思を放棄し，
かつ，自己が関与した行為の影響を取り除き，その死傷の結果の発生を防止する措
置を講じたときには，その後にした共犯者の行為が強盗の共謀に基づくものとはい
えなくなるから，その時点で共犯関係からの離脱が認められ，それが解消したもの
として致死傷の責任を負わないものと解するのが相当で、あるj との前提から， rx 
は……Yから Aの殺害を持ちかけられ， Aが殺害される危険を認識したのである
から， Yとの共犯関係から離脱するためには，自らが行った行為の影響を取り除く
ため， Aの手錠等を解いてAを解放するか，あるいは少なくとも Xと共に同室内
にとどまり Yの行為を監視するなどして， Aが死亡するという最悪の結果を回避
すべき措置を講じる必要があったというべきであるのに， Xはこれらの行為を何ら
行っていない〔から]， Yとの共犯関係から離脱したとは認められない」としてい
る。そして，控訴審も，こうした前提と結論を支持している。
本件の裁判所が述べる共犯関係からの離脱の要件については，最高裁の判示する
ところと同様のものでありあ)，学説によっても一般に支持されている内容であ
る。しかし，本件事案は，共犯関係からの離脱が問題になった従来の事案とは決定
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的に異なっていることに注意しなければならない刻。共犯関係からの離脱が実質
的な意味を持つのは，結果的加重犯の基本犯(の一部)を共同することを共謀した事
案において，重い結果を発生させた行為が共謀の範囲内にあったかどうかが争われ
る場合である。結果的加重犯としての強盗致死罪の成否が問題になる本件は，一
見，共犯関係からの離脱が問題になる事案と見えなくもない。しかし，本件は，強
盗の終了後にYが改めてXに対してAの殺害を持ちかけた事案であって，共犯関
係からの離脱が問題になった従来の事案とは明らかに異なった構造のものであり，
強盗終了後のA殺害に対する共謀そのものがYとXの聞に認められるかが論点と
なるべきものであった37)。その意味で，この点に関する弁護人の控訴趣意におけ
る指摘は正当なものであり，公判前整理手続における論点整理が適切でなかったと
言わざるを得ない。本件において， Yによる A殺害の点に関する Xの事実として
重要なのは， XがAの殺害については拒否する意思を明示的に表明している点で
あり(殺害についての共謀の不成立)， Yによる A殺害を予見できたということでも
なければ， r殺害を行わないとする Yの発言を安易に鵜呑みにし〔たJ ということ
でもない。したがって，本件は，一般に「共犯の過剰」ないしは「共犯の錯誤」と
して扱われる事案でもないことになる。
5 共謀共同正犯を含めて，共同正犯が「すべて正犯Jとして処断されるのは，
犯罪を共同するという意思の合致(共謀)を通じて，関与者根互聞に利用・補充関
係が認められることが根拠であり， したがってその限りにおいてのみ共同正犯とし
て処断することが正当化される。しかし，本件における A殺害の部分について
は， Xには， Yとの聞に相互利用・補充関係が認められないだけではなく，常助犯
の成立を基礎づけるような「結果発生に対する因果的な促進関係」すら認めること
ができないのである38)。このような事実関係のもとで，一旦強盗罪について共謀
した以上は，他の関与者の新たな決意にもとづく犯罪結果(しかも自分としては明示
的に関与の拒否を表明した行為にもとづく結果)についても帰責されなければならな
いとする第一審および控訴審の論理は，一般的な「犯罪集団からの離脱Jと個別的
な「共犯関係からの離脱Jとを混同するものである。そして，それをケ前提とする結
論は，前近代的な団体責任を実質的に認めるものであり，近代刑法が前提とする責
任原理(個人責任の原則)をないがしろにするものと言わなければならない39)。本
件で認定された事実関係を前提とする以上， Xに成立する犯罪は， Yとの現場共謀
にもとづいて実行行為の一部を分担した強盗罪 (yの強盗殺人罪との共同正犯)の範
囲に限られるものである。
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IV結論
以上に検討したところから明らかなように， Yによる A殺害の結果について X
の刑責 (Yの強盗殺人罪との問の強盗致死罪の限度での共同正犯)を認めた第一審およ
び控訴審の判決については，その論理と結論において重大な疑問があり，上級審に
おいて是正されるべきものと考える。その最大の原因は，①「強盗の機会」になさ
れたYのA殺害が，強盗致死罪を結合犯と捉えることを根拠として，強盗を共同
したXにとっても当然に「強盗の機会」になされたものであるとした点，② A殺
害がYの新たな故意にもとづくものであり，強盗の共同実行とは別にA殺害につ
いての共謀の成否を問題とすべき事案であったにもかかわらず，強盗部分を共同し
たことを根拠として，共犯からの離脱の問題として議論した点に求められる。そし
て，その根本的な問題は，公判前整理手続における論点整理の不適切さに起因する
ものであったと言えよう。
たしかに，本件における Xについては，当初はYが主導的な立場にあったこと
を考慮しでも，現場共謀にもとづく強盗について重要で不可欠な役割を果たしたこ
と，犯行の発覚を免れるための行為をしていること， Yによる A殺害の結果を回
避する機会が十分にあったと認められることに見られるように，刑を重くする事情
が顕著である。本件が裁判員裁判で裁かれたことからすれば，強盗致死罪の成立を
認め，無期懲役を選択したうえでの懲役 13年の量刑(懲役 15年の求刑)は，素直
(健全)な市民感覚の表れと見ることができるかもしれない。あるいは， Xの刑責
が強盗罪の成立にとどまる (Yの強盗殺人罪との共同正犯)とすれば，併合罪加重を
しても懲役 13年の量刑は困難であり，素直な市民感覚とマッチしないとの反論が
ありうるかもしれない。しかし，素直な市民感覚をいかに強調したとしても，量刑
判断が犯罪成立の判断に先行することは許されない。裁判員裁判においても，厳密
な事実認定を前提として，犯罪の成立範囲を厳格に判断したうえで，その枠内で適
正な量刑が確保されなければならないのである。こうしたこととの関係でも，本件
は，実務に大きな一石を投じる事案であったと言えよう40)。
注
1) 強盗殺人の事案について，大連判大正 11年12月22日刑集l巻 815頁は， 240条
後段は「強盗罪ト殺人罪トノ結合罪又ハ強盗罪ト傷害致死罪トノ結合罪ニ外ナラ
ス」として，殺人罪 (199条)と強盗致死罪との牽連犯(大判明治43年5月24日
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刑録16輯922頁)ないしは観念的競合(大判明治43年 10月27日刑録 16輯 1764
頁など)として処断していた実務を明示的に変更し， 240条後段のみを適用すれば
足りるものとした。この結論は，学説の支持するところでもある。ただ，強盗致死
罪を強盗罪と傷害致死罪の結合犯とする判例の前提は，強盗致死罪を結果的加重犯
そのものとして把握する(結合犯としては把握しない)通説的見解とは異なる点に
注意を要する。
2) 結果的加重犯の共犯としては，行為者の関与形態の区別に応じて，共同正犯，正
犯と教唆犯，正犯と常助犯の 3類型が想定される。ただ，いずれの類型も，共犯の
成立との関係では共通の考え方が妥当すべきであるから，本稿では共同正犯の類型
を念頭において検討する。なお，井田良『刑法総論の理論構造JI(成文堂， 2005 
年)432頁。
3) 強盗致傷の事案に対する最高裁判例として，最判昭和 22年 11月5日刑集1巻 1
頁，最判昭和23年4月17日刑集2巻 4号 384頁。
4) 共同関与については，共謀にもとづいて関与者全員が実行行為を分担し合う場合
(実行共同正犯)は勿論のこと，一部の関与者に実行行為の分担が欠ける場合であっ
ても，関与者相互間に共謀にもとづく実質的な利用・補充関係が認められる限りで
共同正犯(共謀共同正犯)の成立を認めることができる。丸山雅夫「共謀共同正犯
その構造と成立範囲」南山法学33巻 3・4合併号 (2010年)51頁以下参照。本
稿では，便宜上，実行共同正犯を前提として検討する。
5) たとえば，傷害を共謀した2名の者が被害者に暴行を加えている最中に 1名が殺
意をもって被害者を刺殺したという事案について，最決昭和 54年4月13日刑集33
巻 3号 179頁は， r殺人罪と傷害致死罪とは，殺意の有無という主観的な面に差異が
あるだけで，その余の犯罪構成要件要素はいずれも同一であるから…・・殺人罪の共
同正犯と傷害致死罪の共同正犯の構成要件が重なり合う限度で軽い傷害致死罪の共
同正犯が成立するものJとしている。さらに，最決昭和 54年3月27日刑集33巻 2
号 140頁。なお，大塚仁ほか編『大コンメンターノレ刑法第 12巻〔第2版JI(青林書
院， 2003年)414頁以下〔日野正晴〕。
6) 中野次雄「強盗致死傷罪・強盗強姦罪J~総合判例研究叢書刑法(10)JI (有斐
閣， 1958年)213頁。
7) たとえば，大塚仁『刑法概説(総論)[第4版]JI(有斐閣， 2008年)339頁は，
「結果的加重犯の性格から，重い結果について過失のみられない事態は極めて稀であ
ろう」としている。
8) たとえば，団藤重光『刑法綱要総論〔第3版]JI(創文社， 1990年)402頁，前田
雅英『刑法総論議義〔第5版JI(東京大学出版会， 2011年)507頁など。
9) 地裁判決と高裁判決のいずれも，現時点では，公刊物に掲載されていない。本件
の資料については，控訴審段階で弁護人となった北口雅章弁護士(愛知県弁護士会
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14) 強盗致死傷罪lこ対する判例で過失不要説を明示するものとして，大判昭和 10年 6
月25日法律新聞 3887号 11頁，最判昭和46年6月17日刑集25巻 4号 567頁。な
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18) たとえば，藤木英雄『刑法講義総論.1(弘文堂， 1975年)93頁，西原春夫『刑法
総論~ (成文堂， 1977年)188頁。
19) 特に，前田・前出注8)93頁は，結果的加重犯のこのような特徴と過失不要説と
の親近性を指摘している。さらに，川崎一夫「結果的加重犯」中山研ーほか編『現
代刑法講座第 3 巻~ (成文堂， 1979年)102頁。
20) 最判昭和25年6月27日刑集4巻6号 1096頁。
21) 最判昭和24年7月 12日刑集3巻8号 1237頁。
22) 最判昭和 22年 11月5日刑集1巻 1頁。同旨として，大判明治 35年6月12日刑
録8輯6巻 128頁(旧法の事案)，大判昭和9年5月17日刑集13巻 634頁，大判昭
和 10年6月25日刑集 14巻 732頁，最判昭和23年4月17日刑集2巻4号 384頁，
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25) このような私見に対して，井田良「結果的加重犯の理論J現代刑事法44号 (2002
年)111頁は，死傷結果を発生させた行為の実行についての認識・認容までを「要
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ろうJと批判する。しかし，死傷結果を発生させた行為に対する認識・認容は，死
傷結果そのものに対する認識・認容を要求するものではないから，このような批判
は当たらない。
26) 大塚・前出注 7)299頁。同旨のものとして，岡野光雄「結果的加重犯と共犯J研
修 416号 (1983年)13頁以下，佐久間修「結果的加重犯の共同正犯」名古屋大学法
政論集96号(1983年)96頁以下。
27) これらの点については，橋本正博「結果的加重犯の共犯J安部純二ほか編『刑法
基本講座第 4 巻~ (法学書院， 1992年)153頁以下，松生光正「結果的加重犯と共
犯」現代刑事法48号63頁以下，参照。
28) 団藤重光責任編集『注釈刑法 (6)各則(4H(有斐閣， 1966年)121頁〔藤木英
雄〕。
29) 最判昭和25年 12月14日刑集4巻 12号2548頁。
30) 大判明治 35年2月27日刑録8輯2巻 173頁。
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て行われることの通常予想されるような定型的な行為，いいかえれば強盗と一定の
牽連性をもっ行為に限られると解するのが正しい」とする。なお，富田寿「強盗致
死罪の共同正犯J西国典之ほか編『刑法判例百選I総論〔第6版H別冊ジュリスト
189号 (2008年)162頁以下参照。
33) 最判昭和26年3月27日刑集5巻4号686頁。
34) たとえば，藤木英雄「強盗致死罪の共同正犯」平野龍ーほか編『刑法判例百選I
総論(第2版H別冊ジュリスト 82号 (1984年)162頁以下。
35) 最決平成元年6月 26日刑集43巻6号567頁。
36) 島岡まな「共犯からの離脱 (2)J西国ほか編・前出注 32)194頁以下，照沼亮介
「共犯からの離脱」松原芳博編『刑法の判例総論~ (成文堂， 2011年)270頁以下，
参照。
37) 最判平成6年 12月6日刑集48巻 8号 509頁参照。なお，嶋矢貴之「共犯からの
離脱 (3)J西田ほか編・前出注32)196頁以下。
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38) この点については，下級審判例ではあるが，東京高判平成2年2月21日判例タイ
ムズ733号232頁が示唆に富んでいる。なお，橋本正博「暫助の因果性J西国ほか
編・前出注32)178頁以下。
39) 丸山雅夫「責任主義J 井田良/丸山雅夫『ケーススタディ刑法〔第 3 版)~ (日本
評論社， 2011年)28頁以下参照。
40) その後，最高裁判所第三小法廷は，本件について，刑訴法405条の上告理由に当
たらないとして，実質的な論点を検討することなしに弁護側の上告申立てを棄却す
る決定を行っている(最決平成23年1月14日判例集未登載)。
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